
 

窓口配布用（東京都交通局） 

 

 

「土地境界確認」を申出される皆様へ 

 

 

 

１ 土地境界確認申出の受理等 

(1) 境界確認の照会・受理  

境界確認にあたっては、申出人所有地と当局用地との境界確認が完了しているかどうか事

前に確認してください。 

次に該当する場合は、申出を受理できません。 

① 申出人（土地所有者）に当事者適格がないとき。 

② 申出地の所有権について係争中のとき。 

③ 地籍調査が完了しているとき。 

④ 申出地の所有者が登記事項証明書等において確認できないとき。 

⑤ 当局との境界が既に確認済みであって、既境界確認の日時が古いとき又は既境界確認後

の新資料等を検討したいときなどの事由により再度の境界確認を希望する場合は、ご相談

ください。ただし、境界確認の再申出は、直ちに従前の境界確認を無効にするものではなく、

再申出に係る土地境界確認書を取り交わすまでは、従前の境界確認が有効であることを予

めご承知おきください。 

(2) 土地境界確認書謄本（写し）の交付願い（別記第３号様式） 

土地境界確認書を紛失した場合又は所有権移転時に前所有者から土地境界確認書を継承さ

れなかった場合は、当局保管の謄本（写し）の交付を請求することができます。 

２ 申出の当事者（適格者） 

境界確認は、当局用地に接している申出地の土地所有者の申出に基づいて行います。 

(1) 法人の場合は、処分権限を有する代表者（法人が解散又は倒産した場合は、その清算人又は

破産管財人）となります。特殊法人にあっては、定款又は寄付行為で定められている者となり

ます。 

(2) 土地が信託財産登記されている場合は、委託者及び受託者となります。ただし、受益者が設

定されている場合は、受託者及び受益者となります。この場合、信託原簿を添付してください。 

(3) 共有地の場合は、共有者全員となります。 

また、区分所有建物敷地で管理組合の規約等に基づいた総会等により代表者を決定した場

合は、その代表者で申出することができます。 

(4) 相続の場合 

① 遺産分割協議が整い相続人が特定され、所有権移転登記が終了している場合は、当然にそ

の登記名義人（相続人）が申出人となります。 



② 遺産分割協議が整い相続人が特定され、所有権移転登記が未了の場合は、遺言公正証書、

遺産分割協議書、裁判所の審判・調停調書等の写しを提出し（原本提示）、その権利者を申

出人とすることができます。 

③ 遺産分割協議が未了の場合は、相続関係図を作成し、被相続人から始まる相続関係を称す

る書面（戸籍謄本・本籍記載の住民票等）写しを添付のうえ（原本提示）、法定相続人全員

で申し出てください。 

(5) 未成年者の場合は親権を有する者、成年後見人等の場合は法定代理人となります。この場合

は、権限を証する書面を添付してください。 

(6) 宗教法人の場合 

① 宗教法人の申出では、土地の現況又は登記簿謄本等の地目が「境内地」若しくは「墓地」

となっている場合は、宗教法人法第23条に基づく宗教法人の規則で定められた方が申し出

てください。 

② 規則に別段の定めがない場合は、責任役員の議決により定められた方が申し出てくださ

い。 

(7) 申出地の登記事項証明書等に差押・競売開始決定の記載がある場合は、債権者又は競売申立

人の「同意書」（様式なし）を提出してください。 

３ 申出書の作成（記入方法） 

土地境界確認申出書（別記第１号様式）は、次の要領で作成してください。 

(1) 申出人欄  

① 印鑑証明書記載の住所・氏名及び電話番号を記載し、実印を押印してください。 

② 個人の土地所有者の方は、自署してください。 

③ 共有・相続等で申出人が多数になる場合は、申出人欄には「別紙のとおり」と記入し、別

紙を上記①及び②により作成してください。申出書と別紙は全員の実印で契印してくださ

い。 

(2) 土地の表示欄 

土地の筆が複数ある場合は、○○区○○△丁目△△番△△ほかと記入してください。 

(3) 連絡先欄 

① 申出人欄記入内容と異なる場合に、連絡先を記入してください。 

② 連絡先が代理人となる場合は、当局の窓口担当者名と携帯電話番号（支障がなければ）も

記入してください。 

(4) 添付書類について 

① 現地案内図 

地図に申出地を明示してください。 

② 地図（公図）写し 

ア 法務局証明付きの地図（公図）の原本又は原本の写し（余白に調査者の記名押印）を提

出してください（発行日から３か月以内のもの）。 

イ 申出人所有地と東京都所有地の筆界を赤色で着色表示してください。 

③ 現況実測平面図 

ア 現地の形状か把握できるよう道路・水路・建物・塀等の構造物、方位及び境界標を表示

し、実測値を記載してください（余白に測量年月日・土地の地番・作成者名等を記載）。 



イ 申出人と東京都の各所有地の境界確認申出箇所を赤色で着色表示してください。また、

道路等公共境界確認の有無についても説明して下さい。 

ウ 原則として、Ａ３判用紙に縮尺２５０分の１で作成してください。 

④ 登記事項証明書（土地登記簿謄本） 

ア 申出人所有地の登記事項証明書（発行日から３か月以内のもの）を添付してください。 

イ 登記事項証明書等と印鑑証明書の記載住所が異なる場合は、住所移転の経緯が証明で

きる公的証明書（住民票、戸籍の付票、商業登記簿抄本、住居表示変更証明書等の写し）

を添付してください。 

ウ 登記事項証明書等の原本は確認後お返しすることが可能ですが、その場合は、原本の写

しを提出してください。 

⑤ 土地所有者一覧表 

申出人所有地及び申出人所有地の隣接地（有番の公共用地（道路等）を含む。）について、

登記簿謄本等により、土地の所在、地番、地目、地積及び所有者名を記入して下さい（所定

様式なし）。 

⑥ 印鑑証明書・資格証明書 

ア 印鑑証明書は、発行日から３か月以内のものを添付してください。 

イ 申出人が法人の場合は、代表者事項証明書、資格証明書、商業登記簿抄本のいずれかを

添付してください（発行日から３か月以内のもの）。この原本は確認後お返しすることが

可能ですが、その場合は、原本の写しを提出してください。 

⑦ 現況写真 

現地の遠景（各方位から）及び境界標を適宜撮影し、写真ごとに説明を記載したものを、

Ａ４判で提出してください。 

⑧ 委任状 

申出人がその所有地の境界確認事務の一切の権限等を土地家屋調査士、測量会社等に委

任する場合は、委任状を提出してください（別記第２号様式）。 

⑨ 参考資料 

申出人所有地の地積測量図・土地実測図等、公共境界の土地境界図の資料があり、当局へ

の提出に支障がない場合は、その写しを提出してください。 

４ 事務処理の流れ 

(1) 事務処理の流れと平均所要期間 

① 土地境界確認書の配布 

来庁・電話による事前照会により、申出地を特定するとともに、境界確認の既済の有無を

確認します。その後、申出書を配布します。 

② 土地境界確認申出書の受理 

土地境界確認申出書を確認し、受理します。受付印が必要な場合は、土地境界確認申出書

写１通を用意してください。写に受付印を押印します。 

この時点で、申出人と可能な事項について簡単な打合せをさせていただきます。 

③ 担当者との打合せ・境界確認の協議 

ア 申出地が他の公物（道路・河川・公園等）と接する場合は、事前に公共境界確認の既済

の有無を確認し、未確認の場合は、その公物管理者と打合せのうえ、現地に仮境界点の表



示をしていただきます。 

イ また、当局との境界確認に他の第三者の土地も関係する場合、事前に他の第三者の方と

も打合せを行ってください。 

ウ 公物（道路・河川・公園等）管理者等との打合せ後、その結果と双方の収集資料に基づ

き協議を行い、協議が整えば仮境界点（線）を決定します。 

④ 現地立会い 

ア 現地立会いにあたり、事前に現地に仮境界点（線）の表示をお願いします。 

イ 現地において、申出人と立会いのうえ、仮境界点（線）を確認します。隣接土地所有者

の立会いは必要ありません。 

ウ 公物管理者との関係者立会いは、申出人との立会いと一緒でも構いません。 

⑤ 土地境界の決定 

ア 現地立会いの結果を受けて（境界合意）、土地境界確認書（別記第４号様式）を作成し、

事前に案文をメール、ファックスで担当者へ提出してください。担当者が検証後、申出人

の押印等を受けて、当局へ提出してください。 

イ 土地境界確認書の取り交わしは、当事者（申出人と当局）の二者となります。 

ウ 公物管理者の土地境界図への関係者押印が必要な場合は、申出人が当局窓口となって

ください。 

⑥ 土地境界確認書の引渡し 

ア 土地境界確認書は、当局の内部決済後、その１部を申出人に引き渡します。公物管理者

の土地境界図への関係者押印も、当局の内部決済後、申出人に引き渡します。 

イ 土地境界確認書等は、受領年月日・受領者の記載及び受領印を受けて引き渡しますので、

窓口来庁者の印を用意のうえ、来庁してください。 

⑦ 平均所要期間 

土地境界確認事務は、それぞれの申出内容や申出人側の他の関係者協議等により処理期

間が異なりますので、申出にあたって予めご了承ください。平均所要期間は約２～３か月を

予定してください。 

(2) 申出事項の変更 

申出書受理後記載事項に変更があり境界確認を継続したい場合は、「申出事項変更届」（別

記第６号様式）を提出してください。この場合、印鑑証明書、住民票、資格証明書、公図、登

記事項証明書等の変更内容を確認できる書類を添付してください。 

(3) 資料等の調査依頼・現地調査 

① 申出地の経緯等を確認する必要がある場合は、旧公図・土地閉鎖登記簿謄本・地積測量図・

課税台帳・非課税台帳等・土地改良又は耕地整理の確定図・土地区画整理確定図の調査を依

頼する場合があります。 

② 必要に応じて、現地調査を実施する場合がありますので、予めご承知おきください。 

(4) 土地境界確認書の作成について 

① 土地境界確認書への記名・押印は、実印（申出書と同様）でお願いします。 

② 土地境界確認書への添付図面の作成は、別紙「土地境界図の作成方法」を参考に作成して

ください。 

③ 土地境界確認書の写（申出人の記名押印がなくても可）１通を別途提出してください。 

④ 隣接土地所有者との民民境界の確認書写１通を支障がなければ提出してください。 



５ 申出の取下げ 

申出を取り下げる場合は、「土地境界確認申出の取下げ届」（別記第５号様式）を提出してく

ださい。 

６ 協議不能の措置 

(1) 担当者との打合せ後３か月を経過しても申出人側の原因により現地立会い・協議を行う条

件が整わない場合は、土地境界確認申出取下げ届が提出されていなくても、申出は取り下げら

れたものとみなします。ただし、申出人から正当な遅延理由等の説明があった場合は、この限

りではありません。 

(2)  現地立会い・協議（公物管理者等の立会い・協議を含む。）を完了してから２か月を経過

しても土地境界確認書の提出がない場合は、土地境界確認申出取下げ届が提出されていなく

ても、申出は取り下げられたものとみなします。ただし、申出人から正当な遅延理由等の説明

があった場合は、この限りではありません。 

(3) 申出後、売買・交換等により所有権移転があったときは、協議不能事案として、申出書を返

戻します。ただし、新土地所有者から「土地所有者変更届」（別記第７号様式）が提出された

場合は、この限りではありません。しかし、土地所有者変更届の受理は、申出地の境界確認に

あたって、売買・交換等の実測図等の境界線(点)を事前に追認するものではありません。 

(4) 申出書受理後に次に掲げる事項に該当することが判明した場合、協議不能として、申出書を

返戻します。 

① 申出人（土地所有者）が当事者（適格者）でないと判明したとき。 

② 土地所有権等について係争が判明したとき。 

③ 受理後の打合せ等により、申出地が当局用地に隣接していないことが判明したとき。 

(5) (1)及び(2)の場合に、申出人が添付書類で原本を提出し、この返却を希望するときは、その

写を残し、原本を返戻します。 

７ 協議不調の措置 

担当者打合せ又は現地立会いの結果、境界確認の合意に達しない場合が明らかなときは、協議

不調として処理します。 

８ 申出書の提出及び問合せ先 

〒163-8001   新宿区西新宿二丁目8番1号 

        東京都交通局資産運用部資産活用課管財担当 

        電話 03-5320-6056 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)   

 

別記 第１号様式から第７号様式まで  （要領参照－略） 

 



別 紙 

 

土地境界図の作成方法 

 

土地境界確認書に添付する土地境界図は、別紙「土地境界図作成例」を参考にして作成してく

ださい。 

記 

１ 作成用紙は、原則として、日本産業規格Ａ３判とし、横方向で作成してください。 

２ 図面の位置取りは、原則として、北を上向きとし方位を矢印等で記入する。 

３ 縮尺は、原則として１／２５０とします。 

４ 地番・寸法表示は、算用数字とします。 

５ 境界点はＰ、引照点はＳ、民民境界点はＫ、機械点はＴの記号を使用し、成果表を設けて、各

点の座標値（任意でも可）を記入してください。 

６ 境界点(Ｐ)は詳細図(拡大図)を記載する。引照点(Ｓ)又は民民境界点(Ｋ)が図面上わかりにく

い場合も同様とする。 

また、図面の余白に余裕があれば、境界点(Ｐ)及び 引照点(Ｓ)の写真を挿入する。余裕がな

ければ、別紙（Ａ４判縦）により作成し添付する。 

７ 引照点は永久構築物又は近隣の境界標を使用し、担当者と打合せのうえ必要な点数を決定す

る。 

８ 座標値から寸法を計算する場合、境界線等の寸法はｍ(メートル)単位とし、１／１００未満は

切り捨てて表示する。 

９ 寸法(辺長)表記は、境界線から当局用地側に当局寸法を、境界線から申出地側に申出地側寸法

を記入する。 

10 凡例については、作成例による。 

11 図面の余白に地図(公図)写を表示し、調査日・調査法務局・縮尺を記入する。 

12 図面右下に作成者欄等を設けて、図面名称・測量年月日・(図面)作成年月日・縮尺・土地所在

(申出地)・作成者住所氏名等を記入する。 
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４８７．１２９

４８３．３１５

４９９．８７１

５０２．７２８

５００．２０５

交通局角矢

区金属標

鋲

交通局鋲(下部に石杭あり)

Ｓ１

Ｓ２

Ｓ３

Ｓ４

４９９．０５０ ５３８．１２８ 交通局局紋Ｓ５

※　Ｐ１は国有公共用地との確認点（平成４年９月１日）
※　Ｐ２はＰ１～Ｓ５の直線上

至 早
稲田

至 王
子駅前

令和〇年７月１日調査
東京法務局　〇〇出張所
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Ｔ３

Ｔ４

Ｔ２

Ｔ１

Ｓ４

22ｍ
49

○

○

Ｐn

Ｓn

Ｔn

境界点

引照点

機械点

凡
　
　
例

○○ｍ○○ 境界辺長

Ｓ２ 点写真

Ｓ３ 点写真

Ｐ１ 点写真

Ｐ２ 点写真

Ｓ５ 点写真

（日本産業規格Ａ３）

職印

この間(P1～P2、境界確認点)を赤線表示

この間(境界確認線)を赤線表示

確認辺長はｃｍまで表示

ここの線も赤に

縮尺は原則250分の1ですが、

状況に応じ適宜の縮尺も可

登記情報提供サービスは不可

3ヶ月以内の調査年月日

測量日は立会日以降の日付になり ます

境界予定線となるS2～S5の直線上で

申請地の土地境界P1～P2を設定する

場合は、 隣接地との土地境界も確定

済み、 若しく は確定予定のときのみ

としてく ださい。

これによらない場合は担当と協議願

います。


